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自転車通勤の必要転換量及び転換方策に関する調査研究（要約版） 
 

2020 年初頭から世界で流行している新型コロナウイルス感染症は、通勤・配達目的での自転

車利用ニーズの高まり等、国民のライフスタイルや交通行動にまで影響を及ぼしている。こうし

た中、国は令和３年５月、第２次自転車活用推進計画を閣議決定し、計画期間である令和７（2025）

年度まで、関係府省庁・官民が連携しながら、昨今の社会情勢の変化等を踏まえ、持続可能な社

会の実現に向けた自転車の活用の推進をより一層図るための取組みを推進している。 

中でも自転車通勤の推進は、新しい生活様式においてより一層の推進を図ることとされる等、

活力ある健康長寿社会の実現に向けた強化措置の一つにもなっている。また、第２次自転車活用

推進計画における指標の一つとして「通勤目的の自転車分担率」が掲げられており、平成 27（2015）

年度の 15.2％から、令和７（2025）年度には 18.2％、そして将来的には令和 12（2030）年度に

は 20％とする目標値が定められている。しかし、その達成にあたっての目標値は国内一律で与

えられるものではなく、都市の特性に応じた具体的な自転車通勤への転換量をもって議論され

るべきである。 

そこで、本調査・研究では、東京都心部の 1 都市を対象に、最新の国勢調査等のデータを用い

て、国目標の達成に向けて必要とされる自転車通勤への転換量を算出する。また、企業および従

業員の自転車通勤に関する実態把握調査や、既存の自転車駐車場台数に関する調査を行い、自転

車通勤を推進する上で大きな課題の一つである駐輪スペースの必要数量について試算し、必要

とされる駐輪スペース台数を確保するための方策をはじめとした自転車通勤への転換に向けた

方策を検討することを目的とする。 
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1 自転車通勤の必要転換量に関する分析 

本章では、令和２年度の国勢調査等の結果を基に、後述する理由から選定した検討対象都市

である「千代田区」における、現状の通勤における自転車分担率を整理し、第２次自転車活用

推進計画に定められた通勤目的の自転車分担率の 2025 年の目標値を達成するために必要と

される自転車への転換量について算出を実施した。 
 

1.1 検討対象地区の選定 

 
検討対象都市として、以下の２点を理由に「千代田区」を選定した。 

 
図 1-1 「千代田区」を選定した理由 

 

1.2 自転車分担率の目標値の考え方の整理 

国の第２次自転車活用推進計画に定められた通勤目的の自転車分担率の 2025 年の目標値

の考え方を以下の通り整理した。自転車分担率は 18.2％である。 
 

①使用データ：平成 27 年度 全国都市交通特性調査（通称：全国パーソントリップ（PT） 
調査） 

②目標値の区分：通勤目的の自転車の交通手段分担率 ※を対象（端末交通を含む）。 
※通勤目的で自宅から勤務先に移動する際の手段が、自転者のみまたは「自転車を鉄道等の端末に用いた 
トリップで占める割合。 

③転換量の設定の考え方：５km 以下の通勤目的における自動車利用の３割（アンケート結 
果より設定）が自転車利用に転換すると想定。 

 

 
出典：国土交通省 令和２年度第６回自転車の活用推進に向けた有識者会議 資料４より抜粋 

図 1-2 国計画における自転車分担率の目標値の考え方  

①自転車通勤を推進するポテンシャルが高い
※1
と考えられるため。 

②都市部の自転車通勤導入の大きな課題の一つである「自転車駐車場の確保」において、 

大型オフィスビル等の有効活用の可能性が高い
※2
と考えられるため。 

※1：昼間人口が 23区で２位、かつ昼夜間人口比率が 23区で１位のため。 
※2：都内で最も大規模オフィスビルの供給量が大きい「大手町・丸の内・有楽町」エリアを有するため。 
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1.3 現状の通勤における自転車分担率の整理 

1.3.1 必要転換量の算出方法の整理 

千代田区における現状の通勤目的の自転車分担率（全国の自転車通勤者数に占める、千代田

区の自転車通勤者数の割合）は、令和２年度の国勢調査（16 区分・従業地・通学地ベース）

等を用いて、以下の流れで算出を行う。 
また、国勢調査のデータには通学時のデータを含むため、令和２年度の学校基本調査及び平

成 27 年全国都市交通特性調査の通学時の利用交通手段を活用し、通学時のデータを差し引く

処理を行った。 
 

 

 
図 1-3 必要転換量の算出方法のイメージ 
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1.3.2 現状の自転車通勤者数の推計 

国勢調査のデータでは、通勤・通学目的を合算した自転車分担率となっているため、通勤目

的のみの自転車利用者を抽出する必要がある。 
そこで、活用可能なデータの中で、以下の通り、現状の自転車通勤者数を算出する方法を整

理した。 
 

 

 
図 1-4 自転車通勤者数の算出方法のイメージ 

 

(1) 現状の自転車通勤・通学者数の算出 

国勢調査データ等を用い、全国、都道府県別、東居都内の市区町村別における、現状の自

転車通勤・通学者数を算出した結果、全国では 5,787,211 人、東京都では 781,073 人、千代

田区では 5,304 人と算出された。 
 

表 1-1 千代田区の自転車通勤・通学者数の算出結果 
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(2) 現状の自転車通学者数の推計 

学校基本調査データ及び全国 PT データを用い、全国、都道府県別、東居都内の市区町村

別における、現状の通学者数を推計した結果、全国では 924,316 人、東京都が 85,081 人、

千代田区が 1,528 人と推計された。 
 

表 1-2 千代田区の自転車通学者数の算出結果 
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(3) 現状の自転車通勤者数 

以上の結果を踏まえ、自転車通勤・通学者数から自転車通学者数を差し引くことで、現状

の自転車通勤者数を推計した結果、全国では 4,877,887 人、東京都（従業地）では 710,984
人、千代田区（従業地）では 3,776 人と推計された。 

 
表 1-3 自転車通勤者数 
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1.4 自転車通勤者数の目標値の推計 

1.4.1 算出方法 

以下の方法で自転車通勤者数の目標値の算出を行った。 

(1) 算出方法の整理 

自転車通勤者数の目標値の算出方法について、以下の通り整理した。 
 

 

 
図 1-5 自転車分担率の目標値の算出フロー 

 

(2) 目標年度における通勤目的での自転車分担率 

目標年度における通勤目的での自転車分担率について、国目標より 2025 年度を 18.2%、

2030 年度を 20.0%と設定した。 
 

(3) 目標年度における自宅以外での従業者数 

「自宅以外での従業者数」については将来推計値がないため、令和２年度国勢調査の「自

宅外での従業者数」に対して、目標年における生産年齢人口の変化率を乗じることで推計し

た。 

 
図 1-6 目標年度における自宅以外での従業者数の推計方法 

 

表 1-4 目標年度における自宅以外での従業者数 
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(4) 自転車通勤者数の目標値の推計 

これまでの結果を踏まえて、2025 年度における全国、東京都、千代田区の自転車通勤者数

の目標値を算出した。 
その結果、2025 年度において、全国では 9,140,954 人、東京都では 1,334,579 人、千代田

区では 6,672 人、2030 年度において、全国では 9,632,158 人、東京都では 1,406,295 人、千

代田区では 7,031 人と推計された。 
 

 
図 1-7 自転車通勤者数の目標値の算出結果 

 

1.5 自転車通勤の必要転換量の算出 

自転車通勤者数の目標値を踏まえて、自転車通必要転換量を算出した結果、千代田区の必要

転換量は 2025 年で約 2.6 千人と推計された。 
 

 
図 1-8 自転車通勤の必要転換量 
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2 企業および従業員の自転車通勤に関する実態把握調査 

2.1 企業の自転車通勤に関する実態把握調査 

東京都心部の１都市（千代田区を想定）に所在する従業員 100 名以上の企業・団体を対象

に、自転車通勤の実施有無、自転車駐車場等の環境の実態、意向や課題等を把握するための

アンケート調査を実施した（1,000 社程度に郵送・メールにて WEB 回答用 QR コードを掲

載した依頼状を配布し、150 社程度より回収を想定）。 
 

2.1.1 調査の概要 

千代田区内の企業を対象としたアンケート調査について、概要を以下の通り示す。 
 

1) 調査目的 

自転車通勤者を増加させる施策の検討等を行うため、現状企業の行っている自転車通勤の

支援制度や自転車通勤の拡大意向、課題等を把握することを目的とする。 
 

2) 調査対象 

千代田区内の大企業の従業者規模の目安である 100 人以上の企業を対象とした。なお配布

対象のリストについて、リストの抽出には、Baseconnect※を使用した。その際、検索条件は、

千代田区にオフィスがあり、企業全体で全従業員数 100 名以上（未上場企業も含む）とした。 
※Baseconnect（https://baseconnect.in/）：企業名・事業所名・住所・従業員・上場種別 

等を検索できるシステム 
 

3) 調査方法 

WEB 回答用の QR コードを掲載した依頼状を郵送・メールで配布、WEB で回収した。 
 

4) 調査時期 

2022 年 10 月 21 日（金）～11 月 4 日（金） 
 

5) 配布・回収率 

配布数：1,000 社 
回収数：92 社（回収率：9.2％） 
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6) 調査項目 

アンケート調査項目は以下の通りである。 
 
• 共通 

（企業・団体名、最寄り駅、従業員数、健康経営優良法人制度の認定状況・自転車通

勤推進企業宣言プロジェクトの認定状況、自転車通勤導入に関する手引きの認知

状況、自転車通勤の導入状況、駐輪スペース台数と整備状況 等） 

• 自転車通勤を認めている企業・団体 
（自転車通勤を認めている理由、明文化された規則・規程の有無、自転車通勤者数、

自転車通勤者に対する支援内容・自転車通勤手当の支給方法、駐輪スペースの充足

状況 等） 

• 自転車通勤を認めていない企業・団体 
（自転車通勤の認めていない理由、自転車通勤の導入意向） 

 
具体的には下表の通りである。 
 

表 2-1 アンケート調査項目 

質問対象 NO 設問 

共通 

1～5 
企業・団体名、事業所名、住所・最寄り駅、所属部門・名前・

電話番号・メールアドレス、従業員数 

6～8 

健康経営優良法人制度の認定状況・自転車通勤推進企業宣言

プロジェクトの認定状況、自転車通勤導入に関する手引きの

認知状況 

9 自転車通勤の導入状況（将来のスタンスも含む） 

10 自転車通勤の基本的なスタンス 

11 駐輪スペース台数と整備状況 

自転車通勤を認めて

いる企業・団体 

12 自転車通勤を認めている理由 

13 明文化された規則・規程の有無 

14 自転車通勤者数 

15 自転車通勤者に対する支援内容 

16 自転車通勤手当の支給方法 

17 駐輪スペースの充足状況 

18 駐輪スペースの今後の意向 

19～20 
シェアサイクルの利用可否、シェアサイクルを利用している

自転車通勤者の割合 

21～23 自転車通勤者の今後の意向、その理由 

自転車通勤を認めて

いない企業・団体 

24 自転車通勤を認めていない理由 

25 自転車通勤の導入意向 
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2.1.2 調査結果 

(1) 自転車通勤の状況について（92 社） 

 アンケート回収 92 社のうち、34.8%が自転車通勤を認めており、55.2%が自転車通勤

を認めていない。 

(2) 自転車通勤を認めている事業所について（32 社） 

a) 制度全般について 

 自社で駐輪スペースを確保している事業所は 13%となっており、駐輪スペースがない、

又はわからないと回答している企業が 78%となっている。 
 自転車通勤に関する明文化された規則や規定があると回答している事業所は 53%程度

なっている。 
 通勤手当の支給を行っている事業所は、31%程度に留まっており、保険加入の補助等

他の支援については殆どの企業で行っていない状況である。 

b) 通勤手当について 

 通勤手当の支給方法は、距離に応じて支給が最も多く、次いで、一律定額で支給、定

期代相当分支給となっている。 
 通勤手当は一律での支給も多く、4,000 円程度の支給が多い傾向にある。 
 距離に応じて支給では、５km で 700 円、1.5km で 100 円の支給という回答が存在し

た。 

c) 今後の意向 

 今後駐輪スペースを増やす意向のある事業所は今回のアンケートでは存在しなかった。 
 今後積極的に自転車通勤利用者を増やしていきたい事業所は６%程度となっており、

減らしていく予定のある事業所は存在せず、多くが現状維持の意向となっている。 

(3) 自転車通勤を認めていない事業所について（60 社） 

a) 認められない理由 

 自転車通勤を認めていない企業のうち、33%の事業所は、周辺環境が整備出来れば今

後認めてもよいと考えていると回答している。 
 認めることが出来ない理由として、62%の事業所が交通事故の懸念を上げており、次

いで 57%の事業所が駐輪スペースの環境が未整備と回答している。 
 通勤手当等、福利厚生面での制度が未整備だからと回答している事業所が 25%、地理

的に自転車の使用が困難と回答している事業所が 15%存在している。 

b) 今後の意向 

 今後２年以内に自転車通勤を認める意向のある事業所は 1.7%に留まっており、認めた

いと考えているが、検討はしていないと回答している事業所が 18%存在する。 
 自転車通勤を認めたいと考えていない、わからないと回答した事業所が合計で 71%と

なっている。 
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2.2 従業員の自転車通勤に関する実態把握調査 

 

東京都心部の１都市（千代田区を想定）への自転車通勤者・非自転車通勤者を対象に、自

転車通勤に関する実態や意向、課題等を把握するための WEB アンケート調査を実施する（合

計 500 人程度の回収を想定）。 

2.2.1 調査の概要 

 
千代田区内へ通勤する従業員を対象としたアンケート調査について、概要を以下の通り示

す。 
 

1) 調査目的 

自転車通勤者を増加させる施策の検討を行うため、千代田区での現状の自転車通勤の実態

や課題等、また自転車通勤をしていない人については、自転車通勤を行わない理由等の把握

を目的とする。 
 

2) 調査対象 

千代田区内の企業に勤める従業員を対象とした。 
 

3) 調査方法 

WEB アンケートを実施した。 
 

4) 調査時期 

2022 年 10 月 19 日（水）～25 日（火） 
 

5) 配布・回収率 

500 サンプル 
・自転車通勤者（千代田区内で駐輪する人）：100 サンプル 
・非自転車通勤者（制度的・財政的支援があれば自転車通勤を検討する人） 

：400 サンプル 
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6) 調査項目 

アンケート調査項目は以下の通りである。 
 
• 個人属性 

（年齢、性別、職業 等） 

• 自転車利用実態と意向 
（会社から認められている交通手段、通勤時の自転車の利用意向の有無、自転車通勤

時の利用区間、通勤時間・走行距離、乗継状況、駐輪場から会社までの距離、許容

できる時間・駐輪場からの距離、雨の日の通勤手段、受入環境・手当の額） 

• 新型コロナウイルスの影響を踏まえた利用状況と意向 
（新型コロナウイルスの影響による自転車利用の変化について） 

 
具体的には下表の通りである。 

 

表 2-2 アンケート調査項目 

質問対象 NO 設問 

スクリーニング

調査 

1～5 性別、年代、職業、居住地、勤務先所在地 

6 通勤時の交通手段（自転車通勤者を抽出） 

7 
会社から認められている交通手段 

（自転車通勤はしていないが、会社が認めている人を抽出） 

8～9 
通勤時の利用意向の有無 

（会社が認めていないが、自転車通勤をしたい人を抽出） 

10 
通勤時の利用意向の有無 

（会社が認めていて、自転車通勤をしたいと考えている人を抽出） 

11 
自転車通勤時の利用区間 

（勤務先まで自転車通勤している人を抽出） 

12 

通勤時の利用意向の有無 

（勤務先まで自転車通勤していない人の中で制度的・利用距離の問

題が解消されれば、通勤する人） 

共通 1 実際の通勤時の時間 

自転車通勤して

いる従業員のみ 
2～3 

自転車通勤時の乗継状況・走行距離・時間・駐輪場から会社までの

距離 

共通 4～5 許容できる時間・駐輪場から離れていてもよい距離 

自転車通勤して

いる従業員のみ 
6 新型コロナウイルスの影響による自転車利用の変化について 

共通 7～8 新型コロナウイルスの影響による自転車利用の変化について 

自転車通勤して

いる従業員のみ 
9 雨の日の通勤手段 

自転車通勤が 

認められている

企業の従業員 

10～12 受入環境・手当の額 

共通 13～14 自転車通勤への要望 
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2.2.2 調査結果 

a) 通勤時間・距離について 

 勤務先までの距離について、自転車通勤者は、「１km 以上、５km 未満」という回答

が約４割となっているのに対し、非自転車通勤者は、約６割が「10km 以上」という回

答となっている。 
 自転車通勤をしている人の通勤時に自転車を利用している距離について、約４割が「１

km 以上、５km 未満」と回答しており、約３割が「５km 以上、10km 未満」と回答

している。平均値は 7.25km で、中央値は 5.00kｍとなっている。 
 自転車通勤の所要時間は、約５割が「10 分以上、30 分未満」と回答している。 
 駐輪場所から勤務先までの距離について、約６割が「100ｍ未満」という回答している。 

 

b) 許容できる通勤時間・距離について 

 勤務先までの許容できる距離について、自転車通勤者・非自転車通勤者、共に「５km
以上、10km 未満」という回答が４割と多く、比較的同じ傾向となっている。 

 非自転車通勤者の勤務先まで自転車通勤しても良いと思う距離の平均値は 8.33km で、

中央値は 5.00km となっている。 
 勤務先までの許容できる所要時間について、自転車通勤者の方が、許容できる距離は、

比較的長い傾向にある。 
 自転車通勤をしている人の方が、非自転車通勤者に比べ、駐輪場所から勤務先まで許

容できる距離は比較的短い傾向にある。 
 

c) 受入環境について 

 非自転車通勤者の中で、16.1％が勤務先で自転車通勤を認められていると回答し、 
83.9％おり、認められていないと回答した。 

 自転車通勤者の勤務先の整備されている環境としては、駐輪スペースや通勤手当の支

給が比較的多い傾向にある。 
 通勤手当額について、約４割の人が自動車の通勤手当と比べて「少ない」と回答して

いる。 
 勤務先の自転車環境が「特になし」でも自転車通勤をしている人が４割程度存在して

いる。 
 

d) 要望・意向について 

 非自転車通勤者で、 勤務先での自転車通勤が認められていない人の内、15.3％が勤務

先で自転車通勤が認められれば検討すると回答した。 
 受入環境の要望として、駐輪スペースや通勤手当の支給の回答が多い傾向となってい

る。 
 非自転車通勤者で、勤務先での自転車通勤が認められている人の内、11.4％が通勤手

当の支給された場合に検討する、8.5％が駐輪スペースの改善がされた場合検討する、

10.0％が両方とも改善された場合検討すると回答した。 
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2.3 転換ポテンシャルの確認 

2.3.1 転換ポテンシャルの考え方 

従業員（千代田区内へ勤務する従業員）と企業（千代田区内に所在する企業）のそれぞれの

視点より、自転車通勤への転換予想量（転換ポテンシャル）を算出し、必要転換量との比較を

行った。 
転換ポテンシャルとは、以下の２つの総称である。 

①従業員の転換ポテンシャル：千代田区に通勤している非自転車通勤者の内、 
                自転車通勤をしても良いと思う人の数 

②企業の受入ポテンシャル ：自転車通勤を認める意向がある企業の数 
                （従業員数ベースに変換） 
それぞれの考え方の概略を以下の通り示す。 
 

 
図 2-1 転換ポテンシャルの考え方 

 
  

必要転換量を満たすか

必要転換量を満たすか

・国勢調査
・従業員アンケート

・経済センサス
・国勢調査
・企業アンケート

転換ポテンシャル※の確認

従業員

受入ポテンシャル※の確認
企業

※非自転車通勤者のうち、
自転車通勤をしても良いと思う人の数

※自転車通勤を未導入の企業のうち、
自転車通勤を認める意向がある企業の数
（従業員数ベースに変換）

【転換ポテンシャルの考え方】

①

②
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2.3.2 従業員の転換ポテンシャル算出 

1) 従業員の転換ポテンシャルの算出の考え方 

従業員側における自転車通勤への転換ポテンシャルについて、以下の４つのケースで算出

を行った。 
ケース A：制度が改善されれば自転車通勤をする可能性のある人数 
ケース A´：ケース A かつ、通勤距離が短くなれば自転車通勤をする可能性のある人数 
ケース B：企業が自転車通勤を認めれば自転車通勤をする可能性のある人数 
ケース B´：ケース B かつ、通勤距離が短くなれば自転車通勤をする可能性のある人数 
 

 
図 2-2 従業員の転換ポテンシャルの算出方法 

 

2) 従業員の転換ポテンシャルの算出結果 

現在自転車通勤を認めている人のうち、通勤手当が支給される又は駐輪スペースが改善さ

れれば自転車通勤をする可能性のある人（転換ケース A）が 5,487 人。現在自転車通勤が認め

ていないが、自転車通勤が認められれば自転車通勤をする可能性のある人数（転換ケース B）

が 9,029 人と推計された。 
 

 
出典: 総務省統計局「令和 2 年国勢調査」 

図 2-3 従業員の転換ポテンシャルの算出結果  
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2.3.3 企業の受入ポテンシャルの算出 

1) 企業の受入ポテンシャル算出の考え方 

企業側における自転車通勤の受入ポテンシャルについて、以下の３つのケースで算出を行

った。 
ケース A：今後２年以内に自転車通勤を認める企業の自転車通勤者数 
ケース B：周辺環境が整備出来れば自転車通勤が認められる可能性の有る人数 
ケース C：事故懸念が解消されれば 

 

 
図 2-4 企業の受入ポテンシャルの算出方法 

 

2) 企業の受入ポテンシャルの算出結果 

現在自転車通勤を認めていない事業所のうち、今後２年以内に自転車通勤を認めることを

検討中の事業所の従業員（受入ケース A）が 1,942 人、周辺環境が整備されれば自転車通勤を

認める可能性のある事業所の従業員（受入ケース B）が 17,476 人、事故の懸念が解消されれ

ば自転車通勤を認める可能性のある事業所の従業員（受入ケース C）が 21,359 人と推計され

た。 
 

 
出典: 総務省統計局「令和 2年国勢調査」、千代田区「行政基礎資料」 

図 2-5 企業の受入ポテンシャルの算出結果  
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3 自転車駐車場の台数に関する調査・分析 

3.1 既存の自転車駐車場台数に関する調査 

東京都心部の１都市（千代田区を想定）を対象に、鉄道駅周辺やオフィスビル等における自

転車駐車場の台数および空き状況を把握するための調査を実施する。また、調査においては、

自転車通勤利用者の利用可否や受入意向についても把握する（調査方法については、受発注者

との協議により決めるものとする）。 
 

3.1.1 調査の概要 

千代田区内の既存の自転車駐車場を対象としたアンケート調査について、概要を以下の通

り示す。 
 

1) 調査目的 

自転車通勤転換時の受け入れ環境のポテンシャルを把握するため、千代田区内の各施設の

駐輪場の整備状況、利用状況を把握することを目的とする。 

また、現状空きの有る施設については、自転車通勤者の受け入れ意向を確認する。 

 

2) 調査対象 

千代田区内の自転車駐車場の管理者。 

 

3) 調査方法 

アンケート調査または千代田区ヒアリングを実施した。 
 

(1) アンケート調査 

WEB 回答用の QR コードを掲載したハガキを郵送配布、郵送または WEB で回収した。 
 

(2) 千代田区ヒアリング 

共同駐輪場はデータ提供、公共施設は千代田区を経由したアンケート調査を実施した。 
 

4) 調査時期 

2022 年 10 月 21 日（金）～11 月 4 日（金） 
 

5) 配布・回収数 

a) アンケート調査（郵送配布） 

配布数：238 箇所（オフィスビル：186 箇所、大型商業施設：52 箇所） 
回収数：58 箇所（オフィスビル：58 箇所（回収率：34.5％）、 

          大型商業施設：0 箇所（回収率：0％）） 
 

b) 千代田区ヒアリング 

共同駐輪場  調査対象：36 箇所、データ提供：29 箇所（回収率：80.1％） 
公共施設   調査対象：31 箇所、データ提供 0 箇所 ※ 
※原則施設利用者のみ利用可なため回答不可能とのこと  
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6) 調査項目 

アンケート調査項目は以下の通りである。 
 

表 3-1 アンケート調査項目 

 
 
  

No 調査項目 狙い 

1 施設が所有する駐輪場の内容 駐輪場の整備・供給状況を把握するため 

2 

駐輪場の利用状況（定期利用の有無・

利用率・利用目的） 

主な駐輪場利用者、利用目的 

駐輪場の利用状況、空き状況を確認するため 

駐輪場の利用傾向を把握するため 

3 駐輪場管理の委託に関する意向 駐輪場の新たな利用展開に対する意向を把握するため 
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3.1.2 調査結果 

千代田区内の既存の自転車駐車場を対象としたアンケート調査について、結果のまとめを

以下に示す。 
 

(1) オフィスビルについて（58 施設） 

a) 駐輪環境について 

 駐輪場のあるビルは 45%となっている。 
 通勤者が利用できるビルは 63%となっており、外来者、業務目的のみが利用できるビ

ルは 37%程度である。 
 駐輪場の平均台数は約 47 台となっており、40 台以上～60 台未満の駐輪場が比較的多

い傾向にある。 

b) 利用状況等について 

 駐輪場利用率の平均は 65％となっている。 
 定期での利用制度がある駐輪場が 48%となっている。 
 利用料金は無料のビルが最も多く 29%、次いで月極が 25%、時間当たりのビルが 21% 

となっている。 
 

(2) 大型商業施設について（52 社） 

 大型商業施設からは回答が得られず、問い合わせにて把握していないこと、回答する 
際には本社判断になるため対応が難しいとの連絡を受けた。 

 

(3) 共同駐輪場について（39 箇所） 

a) 公営駐輪場について 

 公営駐輪場が 32 箇所となっている。 
 公営駐輪場のうち、15 箇所が定期利用のみとなっており、利用率はすべて 100%とな 

っている。 
 公営駐輪場のうち、非定期利用の 17 箇所の駐輪場の平均利用率は 60%となっている。 

b) 民営駐輪場について 

 民営駐輪場は７箇所となっている。 
 民営駐輪場のうち、１箇所（ワテラス自転車駐輪場）が定期利用となっており、利用 

率は 100%となっている。 
 民営駐輪場のうち、６箇所が非定期利用となっており、利用率については把握が難し 

いと回答があった。 

(4) 公共施設の駐輪場について（31 施設） 

 公共施設の駐輪場は原則施設利用者のみとなっており、利用状況については把握が 
難しいと回答があった。 

 公共施設の公開空地に駐輪スペースを設けており、施設利用者用に臨時的に設ける 
ことがあると回答があった。 
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3.2 自転車駐車場の必要台数の試算 

「1.5 自転車通勤の必要転換量の算出」および「3.1 既存の自転車駐車場台数に関する調査」

の結果を踏まえ、必要とされる駐輪スペース台数を試算する。 
 

3.2.1 自転車駐車場の必要台数の考え方 

自転車駐車場の必要台数の全体の考え方について、以下の通り示す。 
 

 
図 3-1 自転車駐車場の必要台数の全体の考え方 

 

3.2.2 各駐輪スペースの算出方法 

1) 勤務先の駐輪スペースの台数の変化 

今後２年以内に自転車通勤を認める意向のある事業所の駐輪スペースを増加予定の駐輪ス

ペースと想定する。 
自転車通勤を縮小させたい意向のある企業は存在しないため減少は見込まないこととする。 
4.3.3 で算出した今後２年以内に自転車通勤を認める企業の自転車通勤者数の数値を使用

する。 
 

2) 公営の駐輪スペースの空き台数 

公営の共同駐輪場の利用状況から空き台数を算出。なお、定期利用の利用率は 100%とす

る。 
公共施設については、千代田区では施設目的外の利用は認めていないと回答があったため

対象外とする。 
 

3) 民営の駐輪スペースの空き台数 

民営の共同駐輪場は、公営の共同駐輪場の平均利用率から空き台数を算出。 
オフィスビルの駐輪場の利用状況から空き台数を算出。 
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4) 自転車駐車場の必要台数の算出結果 

上記の考え方を基に、算出結果を以下に示す。 

(1) 勤務先の駐輪スペースの台数の算出 

勤務先の駐輪スペースの台数の変化については、今後２年以内に自転車通勤を認める企業

の自転車通勤者 1,942 人分の駐輪スペースの全てが企業によって新たに確保されるものと仮

定し設定。 
 

 
図 3-2 確保されうる勤務先の駐輪スペースの台数 

 

1) 公営の駐輪スペースの空き台数の算出 

公営の駐輪スペースの空き台数については、公営の共同駐輪場の利用実態等より空き台数

459 台を算出した。詳細の算出フローは、以下に示す。 
 

 
出典：千代田区提供資料 

図 3-3 公営の駐輪スペースの空き台数の算出フロー 
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(1) 民間の駐輪スペースの空き台数 

民営の駐輪スペースの空き台数については、民営の共同駐輪場の利用実態等より空き台数

274 台を算出した。 
また、オフィスビルの駐輪場設置状況、利用実態等より空き台数 401 台を算出した。 
詳細の算出フローは、以下に示す。 
 

 
出典：千代田区提供資料 

図 3-4 民間の駐輪スペースの空き台数の算出フロー 

 

2) 自転車駐車場の必要台数の試算 

自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数と必要転換量を比較した結果、

必要転換量を満たすことが確認された。 
 

 
図 3-5 比較結果  
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4 自転車通勤の転換方策に関する検討 

「1 自転車通勤の必要転換量に関する分析」～「3 自転車駐車場の台数に関する調査・分析」

の結果を踏まえ、先進事例を整理するとともに、必要とされる駐輪スペース台数を確保するた

めの方策をはじめとした自転車通勤の転換方策を検討する。 
 

4.1 比較の考え方 

従業員アンケート等から算出した転換ポテンシャルと企業アンケート等から算出した受入

ポテンシャル及び確保されうる自転車駐車場の台数のそれぞれの試算値について、方策の検

討を行うにあたり課題を把握するため、比較を行った。 
 

 
図 4-1 比較イメージ 

 

4.1.1 転換ポテンシャルと自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数の比較 

転換ポテンシャルと自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数を比較し

た結果、従業員の転換ポテンシャル分が自転車通勤に転換した場合、約 1.2 万人分の駐輪スペ

ースが不足となる。現状では約 3,000 台分の駐輪スペースしか確保できないと推計される。 

 
図 4-2 比較結果 

（転換ポテンシャルと自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数）  
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4.1.2 受入ポテンシャルと自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数の比較 

受入ポテンシャルと自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数を比較し

た結果、企業の受入ポテンシャル分が自転車通勤に転換した場合、約.3.8 万人分の駐輪スペー

スが不足と推計される。企業が自転車通勤を認める際に周辺環境の整備が必要と考えている

割合が多く、駐輪スペースが整備されなければ受入ポテンシャルが十分に発現しない可能性

がある。 
 

 
図 4-3 比較結果 

（受入ポテンシャルと自転車通勤での活用が可能と考えられる自転車駐車場の台数） 
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4.2 転換方策に関する検討 

4.2.1 自転車通勤の増加に向けた方策の展開の流れ 

必要転換量、転換ポテンシャル、受入ポテンシャル、確保されうる自転車駐車場の台数の比

較結果等を踏まえて、自転車通勤の転換方策を展開する方向性について整理した。 
 

 
図 4-4 自転車通勤の増加に向けた方策の展開の流れ 

 

(1) 展開 0：駐輪スペースの確保 

・従業員が自転車通勤を利用するためには、企業が自転車通勤を認めていく必要があり、

その認めていく条件の１つとして駐輪スペースが確保されることが考えられる。 
・また、必要転換量に対して既存の駐輪場だけでは、駐輪スペースが不足しているため、

地域全体として駐輪スペースを確保する方策の展開は重要である。 

(2) 展開①：企業において自転車通勤を認める 

・企業の許可があれば自転車通勤を始めたいと考えている従業員が一定数存在するため、

企業が自転車通勤を開始しやすいような環境の構築が必要。 

(3) 展開②：企業において通勤手当や駐輪スペースを充実 

・展開①で企業が自転車通勤を認めた後、より自転車通勤者を増加させるためには通勤手

当の支給や駐輪スペースの確保が求められることが考えられる。 

(4) 展開③：交通事故懸念の解消 

・必要転換量に対して企業の受入ポテンシャルが約４千人不足しており、新たに自転車通

勤を認める企業を増やしていくことが必要である。 
・その展開の１つとして、企業が自転車通勤を認めない理由で最も多かった交通事故の懸

念を解消することが受入ポテンシャル増加に向けて重要な視点であると考えられる。 
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4.2.2 各展開に向けた方策の検討 

自転車通勤の増加に向けた展開を実現するための方策（行政等）について、先進事例等を踏

まえて整理した。 

1) 「展開０ 地域全体での駐輪スペースの確保」に向けた方策の検討 

(1) 駐輪スペースの確保 

 
(2) 駐輪スペースの有効活用 

 
 

2) 「展開① 企業において自転車通勤を認める」に向けた方策の検討 

(1) 自転車通勤を企業が認めやすくするための情報やインセンティブの提供 
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3) 「展開② 企業において通勤手当や駐輪スペースを充実」に向けた方策の検討 

(1) 通勤手当、駐輪スペースの確保 

 
 

4) 「展開③ 通勤距離負担の実質的な軽減」に向けた方策の検討 

(1) 電動アシスト自転車、スポーツタイプ自転車の購入補助 

 
 

5) 「展開④ 交通事故懸念の解消」に向けた方策の検討 

(1) 自転車道、自転車専用通行帯等の整備 

 
 

6) 「展開⑤ 自転車通勤の意義やメリット等の周知」に向けた方策の検討 

(1) 各種調査・研究結果の周知 
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5 本調査のまとめ 

本調査の主な検討結果を以下に示す。 
アウトプット①必要な転換量を明らかにする 
 千代田区の必要転換量は約 2.6 千人と推計された。 
 千代田区の企業に通勤している人で、自転車を利用している人の多くが自宅から千代田

区外への駅までのアクセスの交通で利用していることが確認された。 
 
アウトプット②必要な転換量を満たすだけの転換ポテンシャルがあるかを明らかにする 
 従業員の転換ポテンシャル、企業の受入ポテンシャル共に必要転換量を満たす試算結果

となった。 
 従業員の転換ポテンシャルを発現させるためには、企業の受入ポテンシャルを先に発現

させる必要があり、駐輪スペースの確保等や交通事故の懸念解消等が必要と考えられる。 
 
アウトプット③必要な転換量を満たすだけの自転車駐車場を確保できるかを明らかにする 
 転換した場合に利用することになると考えられる千代田区内の共同駐輪場、オフィスビ

ルの駐輪場の空き駐輪スペース台数は約３千台であり、必要転換量を満たす試算結果と

なった。 
 一方で、従業員や事業者の転換ポテンシャルを十分に発現するためには約 3.8 万台不足

すると推計された。 
 
アウトプット④必要な転換量を達成するために、有効な方策を明らかにする 
 必要な転換量に対して転換ポテンシャルを発現するためには、駐輪スペースの確保が重

要となる。 
 一方で、千代田区内の空き駐輪スペース台数は大きく不足しているため、オフィスビル

や共同駐輪場の活用と共に、路上駐輪場や空き地の活用等により新たな駐輪スペースを

創出する必要があり、全てのポテンシャルを発現しようとした場合には最大約 3.8 万台

のスペースが必要となる。 
 駐輪スペースが確保された後、企業が自転車通勤を認めた場合には、最大で約９千人の

転換が見込まれており、企業が自転車通勤を認めやすいような方策を行うことが重要と

なる。 
 また、通勤手当や駐輪スペースの確保等を企業に求める従業員のニーズが多いことが確

認されたため、これらのニーズに企業が応じやすくなるような方策も重要な要素の１つ

として考えられる。企業による自転車通勤者への支援が充実した場合には、最大で約 5.5
千人の転換が見込まれる。 

 駐輪スペースの確保等以外に自転車通勤者を増やす方策としては、従業員の実質的な通

勤距離負担の軽減を実現する方策が有効であると考えられ、最大で約 1.8 万人の転換が

見込まれる。 
 また、企業が自転車通勤を認められない理由として、事故の懸念が多くあげられており、

自転車道や自転車専用通行帯等の整備による安全性の確保も重要な方策として考えら

れ、事故の懸念が解消された場合には、自転車通勤を新たに認める企業により最大で約

2.1 万人分の受入が可能になると考えられる。 
 これらの方策を展開する上では、直接的なニーズ・課題への働きかけの他に、当事者以

外の国や自治体、地域等において、自転車通勤の意義やメリットを改めて周知し、自転

車通勤全体として機運を高めていくことも重要な方策であると考えられる。 
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